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１．英文開示拡充の背景・内容



3
© 2024 Japan Exchange Group, Inc., and/or its affiliates

プライム市場上場会社の英文開示の現状

79.7%
85.8%

97.1% 98.2%

0%15% 13% 27% 45%

満足 やや満足 どちらでもない やや不満 不満

◼ プライム市場は、グローバルな投資家との建設的な対話を中心に据えた企業向けの市場

✓ ２０２１年のコーポレートガバナンス・コードの改訂も踏まえ、プライム市場上場会社においては、英文開
示の取組みが進展

◼ 海外投資家も取組みの進展を肯定的に評価している一方で、７２％は現状について「不満」

✓ 日本語との情報量の差、開示のタイムラグ、中小型株における英文開示の不足などが理由

➢ プライム市場上場会社への更なる海外投資家の投資を呼び込み、対話を通じた企業価値向上を促して
いく観点から、経過措置の終了にあわせて、その基盤となる情報の英文開示を義務化

英文開示実施率（プライム市場） 海外投資家の評価

改善に関する評価

現状の英文開示に関する満足度

出所：英文開示に関する海外投資家アンケート調査結果より作成

17% 58% 11% 14%0%

改善している やや改善している どちらでもない あまり改善していない 改善していない

75％が改善と評価

72％が不満と回答

出所：「英文開示実施状況調査」結果より作成
注：英文開示実施率は、対象書類（決算短信、適時開示資料（決算情報を除くその他の適時開
示資料）、株主総会招集通知、コーポレート・ガバナンス報告書、有価証券報告書、IR 説明会
資 料、及びその他の英文開示資料）のいずれかの資料について英文開示を行っていると回答し
た会社

2020年  2021年  2022年  2023年
12月 12月  12月   12月

決算短信など何らかの書類を
英文で開示する会社は98%超まで増加



4
© 2024 Japan Exchange Group, Inc., and/or its affiliates

（参考）海外投資家へのヒアリング結果（総論）

総論

（日本企業の英文開示への不満）

⚫ 大企業の英文開示は改善しているが、依然として一部の大企業においては、日英同時開示がなされていない状況（欧州・
ロングオンリー・中小型株中心）

⚫ 大型株でビジネス自体は魅力的であっても、英文による情報が日本語より不足している企業があり残念（欧州・ロングオ
ンリー・大型株及び中型株）

⚫ 小型株を中心に投資を行っているが、小型株はブローカーのリサーチカバレッジに含まれず、企業のウェブサイトの英
文情報も限定的であることから、日本の小型株への投資割合を増やしていくことが難しい（欧州・ロングオンリー・中小型
株中心）

（日英の開示のタイムラグ）

⚫ 和文と英文の開示のタイムラグは、情報の非対称性から海外機関投資家にとって大きなディスアドバンテージ（北米・ロ
ングオンリー・大型株中心）

⚫ 様々な開示があるのは理解しており、すべてが英文になっていないのは仕方ないが、和文と英文の開示にタイムラグが
あることは致命的（北米・ロングオンリー・中小型株中心）

⚫ 英文開示については、情報の網羅性ももちろん重要だが、それよりも速報性をより重視している（アジア・ロングオン
リー・大型株中心）

⚫ ファンダメンタルズの投資家にとってはタイムラグがあっても英文による情報が多ければ多いほどいい（投資銀行）

◼ 依然として、一部大企業において日英の情報量の差が改善していないことに関する不満や寄せられた
ほか、比較的規模の小さい企業においては英文の情報が非常に限定的であることが投資の制約になっ
ているとの意見も

◼ また、日英の開示のタイムラグが、海外投資家にとって大きなディスアドンバンテージとなっており、
開示情報の速報性を求める意見が多数

（主な意見）
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（参考）海外投資家へのヒアリング結果（各論）

各論

（書類の範囲・開示のタイミング）

⚫ 優先順位を付けるのであれば、決算短信や決算説明会資料

➢ 決算短信のサマリー情報は情報ベンダーによって英文で配信されるため、定性情報にこそ価値がある（アジア・ロングオン
リー・大型株中心）

➢ 決算短信であれば売上や利益などの数値情報だけでは十分とはいえない。セグメント情報・注記なども含め英文で開示してほ
しい（北米・ロングオンリー・大型株中心）

➢ 決算説明会資料についても、他で出ていない数字が載っていることがあるため、同時に開示してほしい（欧州・ロングオン
リー・中小型株中心）

➢ 決算に係る情報は、特にタイムリーに提供されるべき（北米・ロングオンリー・大型株中心）

⚫ 適時開示は、マーケットを動かす重要な情報を含むため、英文開示が必要であり、最もタイムセンシティブ（欧州・ロングオン
リー・大型株および中小型株）

⚫ 適時開示については、資金調達に係る開示などは分量も多く内容も複雑なのは理解しているので、すべてとは言わないものの、重
要な部分は日本語と同時に英文を出してほしい（アジア・ロングオンリー・大型株中心）

⚫ 海外機関投資家は銘柄を広く知る段階で有価証券報告書に目を通す。各社がある程度統一的なフォーマットで出している書類が英
文になることに意味がある（アジア・ヘッジファンド・大型株および中小型株）

⚫ 米国の投資家は１０－Kに慣れ親しんでいるため、それに相当するものとして有価証券報告書を読む。特にＭＤ＆Ａ（経営者によ
る財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析）など経営者の視点による分析・検討内容の記載が重要（北米・ロン
グオンリー・大型株中心）

⚫ 有価証券報告書は英語開示があっても見ない。情報量が多すぎる（アジア・ロングオンリー・大型株中心）

◼ 優先的に英文開示を促進すべき書類としては、決算短信や決算説明会資料を挙げる意見が最も多く、定
性情報も含めてタイムリーに開示することが求められている

◼ 適時開示についても、マーケットに影響のある重要な情報を含むものとして重視されており、日英同時
開示のニーズも強い

◼ なお、銘柄を広くリサーチし、企業概要を把握する段階では、有価証券報告書が有用との意見も

（主な意見）
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（参考）上場会社へのヒアリング結果

⚫ 英文開示内容の正確性への責任追及に懸念があり、開示範囲を大幅に拡充することができていない

⚫ 開示資料は開示直前まで修正が入るため、同時開示ができない

（翻訳を外注する際の課題）

⚫ 社内にネイティブ並みに英語ができる人材がいないため翻訳を外注しているが、外注先のリソースがひっ迫しており、
納期の融通が利かない

⚫ 外注したとしても確認する体制が必要であり、その点が課題となっているインサイダー等の情報管理の観点から、開示
後に外注している

（機械翻訳の利用に関する課題）

⚫ 同日開示を行うために機械翻訳を使っているが、法令関連、適時開示規則関連の言い回しは精度が怪しく、機械翻訳だ
けでは完結しない

⚫ 機械翻訳も試しているが、当社として伝えたい内容の文章にはならなかった

⚫ 固有名詞は架空のものに置き換えて機械翻訳を使用しているが、情報流出リスクを回避しつつ、どう機械翻訳を活用し
ていくかは悩ましい

◼ 上場会社の実務としては、翻訳会社から納品された資料をそのまま開示している会社もあるものの、
内容の正確性への責任追及の懸念から、英文開示内容について慎重に確認を行っている会社も多い

◼ また、開示直前まで和文が確定しないことから、同時開示を行うことができていないという意見が多
数

➢ 英文開示を外注している企業では、外注先のリソースのひっ迫や、納品された開示資料の社内にお
ける確認体制が同時開示の課題となっているとの意見

（主な意見）
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プライム市場における英文開示の拡充の内容

⚫ 企業行動規範の望まれる事項として、プライム市場の上場会社は、会社情報について、可能な限
り、日本語と同時に、英語で同一の内容の開示を行うよう努める旨の努力義務を新設

⚫ そのうえで、上場会社における実務上の負荷も鑑み、まずは、特に投資判断に与える影響が大き
く、速報性が求められる開示情報として、決算情報及び適時開示情報について、企業行動規範の
遵守すべき事項として日本語と同時の英文開示を義務化

【適用時期】

項目 想定される書類 開示のタイミング 留意事項

決算情報
• 決算短信・四半期決算短信

• 決算補足説明資料 • 日本語と同時
（※）

• 全書類・全文について同時開示することが望まれるが、
日本語における開示の内容の一部又は概要を英語によ
り開示することでも可適時開示

情報
• すべての適時開示項目

【具体的な義務化の内容】

⚫ 英文開示は日本語の開示の参考訳と位置づけ（内容の正確性は規則違反に対する措置の対象外）

※ なお、英文開示自体を行っていない場合（書面の提出も行っていないときに限る）等は規則違反に対する措置（公表
措置など）の対象

※ 例えば、発生事実に係る開示など急遽対応が必要になる場合や、関係者との調整等により開示直前まで日本語による開示内容が定まらない
場合であって、英語による同時開示を行おうとすると、日本語による開示の遅延が生じるときは、同時でなくても可（日本語を優先して開
示）

２０２５年４月１日以後に開示するものから適用

※ ただし、必要な体制整備に時間を要する企業も想定されることから、具体的な実施予定時期を記載した書面を当取引所に提出している場合
は、上記の適用を１年間猶予（２０２５年３月下旬を目途に、書面の提出を行った上場会社の名称及び実施予定時期の一覧を当取引所の
ウェブサイトで公表予定）
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（参考）英文開示に関して市場区分ごとに求められる内容

書類

プライム市場
（グローバルな投資家との建設
的な対話を中心に据えた企業向
けの市場）

スタンダード市場
（公開された市場における投資
対象として十分な流動性とガバ
ナンス水準を備えた企業向けの
市場）

グロース市場
（高い成長可
能性を有する
企業向けの市
場）

決算情報

義務

努力義務、
Comply or 

Explain
（必要とされ

る情報）

Comply or 
Explain

（合理的な
範囲）

適時開示情報

招集通知 努力義務 努力義務

その他の開示
情報

※１

※２,３

※３ ※３

※４
※４

※1：上場規程第436 条の4（決算情報・適時開示情報（抜粋・概要でも可）の日英同時開示）
※2：上場規程第445 条の8（すべての開示情報の日英同時開示）
※3：上場規程第446 条、施行規則第437 条（招集通知の英訳）
※4：コーポレートガバナンス・コード 補充原則１－２④（招集通知の英訳）、３－１②（開示書類のうち必要と

される情報／合理的な範囲における英文開示）
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（参考）改正規則の適用時期

２０２５年 ２０２６年

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

１月期

２月期

３月期

４月期

５月期

６月期

７月期

８月期

９月期

10月期

11月期

12月期

※ ２０２５年４月１日以後に開示するものから適用
※ 対応が困難な場合の書面の提出は、 ２０２５年１月６日～３月１４日までの間に提出（１年間の猶予期間を経て、２０２６年４月１日以後に開示するものから全社適用）

１Ｑ決算の
開示

２Ｑ決算の
開示

３Ｑ決算の
開示

通期決算の
開示

通期決算の
開示

適時開示

適時開示

１Ｑ決算の
開示

２Ｑ決算の
開示

３Ｑ決算の
開示

通期決算の
開示

適時開示

１Ｑ決算の
開示

２Ｑ決算の
開示

通期決算の
開示

適時開示

１Ｑ決算の
開示

２Ｑ決算の
開示

３Ｑ決算の
開示

通期決算の
開示

適時開示

１Ｑ決算の
開示

２Ｑ決算の
開示

３Ｑ決算の
開示

通期決算の
開示

適時開示

１Ｑ決算の
開示

３Ｑ決算の
開示

通期決算の
開示

適時開示

１Ｑ決算の
開示

２Ｑ決算の
開示

３Ｑ決算の
開示

通期決算の
開示

適時開示

１Ｑ決算の
開示

２Ｑ決算の
開示

３Ｑ決算の
開示

通期決算の
開示

３Ｑ決算の
開示

２Ｑ決算の
開示

適時開示

１Ｑ決算の
開示

３Ｑ決算の
開示

通期決算の
開示

２Ｑ決算の
開示

適時開示

１Ｑ決算の
開示

３Ｑ決算の
開示

通期決算の
開示

２Ｑ決算の
開示

１Ｑ決算の
開示

書面の提出
（１月６日～
３月１４日）

適時開示

３Ｑ決算の
開示

通期決算の
開示

２Ｑ決算の
開示

１Ｑ決算の
開示

適時開示

３Ｑ決算の
開示

２Ｑ決算の
開示

１Ｑ決算の
開示

２Ｑ決算の
開示

３Ｑ決算の
開示

通期決算の
開示

全社適用

１Ｑ決算
の開示

通期決算
の開示

３Ｑ決算
の開示

２Ｑ決算
の開示

通期決算
の開示

３Q決算
の開示

２Q決算
の開示

１Q決算
の開示
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２．英文開示に関する東証の取組み

（新たに公表したコンテンツ等）
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英文開示実践ハンドブック（改訂版）

⚫ 英文開示を実施する際のノウハウや留意事項をまとめ、上場会社における実務上の負荷を軽減する
ことを目的として作成（実務の専門家や研究者が分担して執筆し、東証で取りまとめ）

⚫ プライム市場における英文開示の義務化を踏まえ、日英同時開示に資する情報を充実

➢ 今後の英文開示の在り方（2-2参照）、各書類のポイント（2-5参照）、スケジュール策定等に
関する具体的ノウハウ（2-7、3-4参照）、プロの翻訳者による機械翻訳の活用（コラム）など

https://www.jpx.co.jp/equities/listed-co/disclosure-gate/handbook/index.html

第２章
英文開示実施に向けた

計画の立案
（プロネクサス）

2-1 英文開示を行うべき背景
2-2 英文開示の目的明確化と方針の設定
2-3 英文開示を行う対象書類と翻訳範囲の選定
2-4 英文開示の段階別の取組み例
2-5 プライム市場で日英同時開示が義務付けられる各書類のポイント
2-6 英文開示を進めるための体制・人材・技術・ナレッジの整備
2-7 英文開示実務における各種準備・ノウハウ
2-8 免責文言の活用

第３章
翻訳の外注による
英文資料作成

（宝印刷）

3-1 全体の流れ
3-2 契約締結時のポイント
3-3 翻訳依頼時のポイント
3-4 日英同時開示のポイント
3-5 機密情報を含む原稿の翻訳依頼
3-6 納品物の確認ポイント

第４章
機械翻訳の活用

（国立研究開発法人情報通信研究
機構 隅田氏）

4-1 生成AI でなく機械翻訳の説明をします
4-2 機械翻訳の基礎知識
4-3 機械翻訳の最新知識
4-4 機械翻訳導入時の留意点
4-5 機械翻訳を上手く利用するコツ
4-6 まとめと本稿を超える有用な情報

第５章では英文開示に関する東証の取組み、その他として機械翻訳や米国証券法に関するコラムを掲載

第１章
英文開示に関する
上場規則の概要

（東京証券取引所）

1-1 英文開示に関する上場規則の全体像
1-2 プライム市場上場会社における英文開示
1-3 スタンダード市場上場会社における英文開示
1-4 グロース市場上場会社における英文開示
1-5 TDnet による英文開示
1-6 FAQ の掲載（上場会社向けナビゲーションシステム）

https://www.jpx.co.jp/equities/listed-co/disclosure-gate/handbook/index.html
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英文開示様式例（一部又は概要）

⚫ 適時開示情報の英文開示を実施するにあたり、日本語による開示の内容の一部又は概要を開示す
る際の考え方等を取りまとめた開示様式例を公表（2024年10月7日）

⚫ 一部又は概要を英文開示する場合には、少なくとも決定又は発生した事実について、いつ、何を
決定したか／何が発生したか、また、決定又は発生した事実による影響（見込み額）といった海
外投資家が事案の概要を把握するために必要な情報を開示が望まれる

⚫ その参考として、記載する分量が多い様式例や、開示頻度が高い様式例について、海外投資家が
事案の概要を把握するために特に必要と考えられる開示項目に★印を付記

⚫ ★印を付した開示項目に限らず、海外投資者が会社情報をより適切に理解するために必要と考え
られる項目については、各社で自主的かつ積極的に英訳することが望まれる
https://www.jpx.co.jp/equities/listed-co/disclosure-gate/form/index.html

https://www.jpx.co.jp/equities/listed-co/disclosure-gate/form/index.html
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プライム市場における英文開示の拡充に関する主なご質問と回答

⚫ 制度要綱とあわせて、上場会社からよく寄せられるＱ＆Ａを公表。その後いただいたご質問を踏
まえ、2024年10月7日に、開示資料の追加・訂正、開示事項の経過などに関するＱ＆Ａを追加

⚫ Ｑ＆Ａは、上場会社向けナビゲーションシステムに掲載（今後も、よくあるご質問については、
随時、こちらのサイトでＦＡＱの公表を予定）

https://faq.jpx.co.jp/disclo/tse/web/category2511.html

（Ｑ＆Ａの例）

① 決算情報に関して、一部または概要はどの程度の水準まで認められるのか（たとえば短信のサマリー情報
のみを英文開示することで良いのか）

② 適時開示情報の一部または概要はどの程度の水準まで認められるのか

③ 決算短信の日英同時開示を行うために、決算発表日を遅らせることは問題ないか

④ すべての適時開示について、必ず日英同時開示が求められるのでしょうか。

⑤ 英文の同時開示を行えなかった場合に罰則はあるか

⑥ 英文はどのような方法で開示すればよいか（ＴＤｎｅｔでの開示が求められるのか）

⑦ 開示事項の経過や開示資料の追加の適時開示についても英文開示が必要か【New】

⑧ 日本語の開示資料に誤りがあって訂正を行う場合、英文開示は必要か【New】 など

https://faq.jpx.co.jp/disclo/tse/web/category2511.html
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⚫ 東証では、英文開示に関連する情報を集約した英文開示ポータルサイト「JPX English 
Disclosure GATE」を開設し、英文開示様式例や日英対訳集、英文開示に関するノウハウをまと
めたハンドブックなど、上場会社の実務の参考となるコンテンツを提供

https://www.jpx.co.jp/equities/listed-co/disclosure-gate/index.html

（参考）英文開示に関する東証の取組み

⚫ 英文開示様式例（→12ページ・ 15ページ）

適時開示資料の英文開示様式例や招集通知の英文記載例等を掲載

⚫ 日英対訳表（→16ページ）

日英用語集及び関連サイトへのリンクを掲載

⚫ 英文開示実践ハンドブック（→11ページ）

英文開示に関する留意事項やノウハウをまとめたハンドブック

⚫ 上場会社英文開示インタビュー（→17ページ）

英文開示に関する取組のインタビューを掲載

⚫ 東証英文資料配信サービスの利用案内

上場会社向けの英文資料配信サービスの利用案内を掲載

⚫ 海外ＩＲ・翻訳支援会社

海外ＩＲ、翻訳支援会社の案内を掲載

⚫ イベントトランスクリプト提供サービス
決算説明会等のイベントの書き起こし記事提供サービス

⚫ 調査レポート
「英文開示実施状況調査集計レポート」及び「海外投資家アンケート調査結果」を掲載

主なコンテンツ

https://www.jpx.co.jp/equities/listed-co/disclosure-gate/index.html
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（参考）英文開示様式例

⚫ 決算短信、適時開示資料等の英文開示様式例や英文開示に記載するディスクレイマーの文例など
を掲載

https://www.jpx.co.jp/equities/listed-co/disclosure-gate/form/index.html

https://www.jpx.co.jp/equities/listed-co/disclosure-gate/form/index.html
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（参考）日英対訳集

⚫ 開示情報の分類の日英対比集のほか、関連サイトへのリンクを掲載

https://www.jpx.co.jp/equities/listed-co/disclosure-gate/term/index.html

https://www.jpx.co.jp/equities/listed-co/disclosure-gate/term/index.html
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（参考）上場会社英文開示インタビュー

⚫ 英文開示に積極的に取り組まれていると海外投資家から評価された上場会社等に対し、英文開示
に関する取組み（英文開示開始・拡充の経緯や、英文開示を行う上での工夫、海外投資家の反応
など）についてのインタビューを掲載

https://www.jpx.co.jp/equities/listed-co/disclosure-gate/interview/index.html

市場名 会社名

プライム市場

（株）アバント

オイシックス・ラ・大地（株）

栗田工業（株）

シスメックス（株）

（株）丸井グループ

（株）リクルートホールディングス

スタンダード市場
エリアリンク（株）

湖北工業（株）

グロース市場

（株）カオナビ

（株）GA Technologies

HENNGE（株）

※上場会社の上場市場についてはインタビュー当時

○インタビュー掲載会社

https://www.jpx.co.jp/equities/listed-co/disclosure-gate/interview/index.html


プライム市場向け

上場会社と投資家との対話促進
～IR説明会書き起こしに対する海外投資家ニーズ～

SCRIPTS Asia 株式会社

代表取締役社長 本郷準一 氏



上場会社と投資家との対話促進

1

2024年10月8日

～IR説明会書き起こしに対する海外投資家ニーズ～
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62%

※適時開示資料は、決算短信除く適時開示資料を意味する

IR説明会書き起こしに対する海外投資家ニーズ

「上場会社と投資家の対話」を通じて企業価値向上を図る観点からは、決算情報・適時開示の英文開示
の義務化への対応のみならず、海外投資家ニーズを踏まえて英文開示の範囲拡大を継続的に検討してい
くことが重要

海外投資家のニーズが高い書類の一つとして、英文IR説明会書き起こしがあり、機関投資家の約８割が
必要としている（規制上は任意の開示書類）

2

※2023年8月 株式会社東京証券取引所による英文開示に関する海外投資家アンケート調査結果より抜粋

海外投資家が英文開示を必要とする書類
機関投資家（71件）



投資家の声*

• 情報が少なすぎる。一般的すぎる。日本語版に対して遅れて開示されることが多い。必要な情報をすべ
て英語で入手することは難しい。日本は言語の壁を破る必要がある。海外の投資家を惹きつけるために
は、英語のタイムリーな情報開示を増やすことほど簡単な方法はない。（欧州大陸拠点・ヘッジファンド・
調査担当）

• IR説明会の書き起こしは、1対1のミーティングに参加できない取締役や社長から直接話を聞くことがで
きるものであり、非常に価値がある。（米国拠点・運用会社・調査担当）

• IR説明会の書き起こしは、外国人投資家が決算説明会で何が議論されたかを理解するために不可欠
である。(これがなければフェアディスクロージャーとは言えない。）（日本拠点・運用会社・投資担当）

• 日本の投資家が外国の投資家より先に情報を得ることを認めるのは間違っている。（米国拠点・運用
会社・投資担当）

• 英語資料がないことを理由に投資対象から除外することは明確にはしていないが、投資が成功する可
能性は大幅に低くなる。（英国拠点・運用会社・投資担当）

• 四半期ごとの決算短信や決算説明会と同じくらい決算説明会の書き起こしは重要。（日本拠点・運
用会社・投資担当）

3

*2023年8月 株式会社東京証券取引所による英文開示に関する海外投資家アンケート調査結果より抜粋



分かっていて何故できないのか？何が懸念、ハードルなのか？

4

Q&Aでは口がすべ
ることも多く。。

イベント内容を書い
たものとして出した

くない

同業他社がまだ
やってない

海外の投資家か
ら特に求められ
ていないので

社内リソースでま
わす方針だがリ
ソースが足りない

スピーカーが嫌
がって首を縦に振

らない

イベントはク
ローズドで
やってる



IR説明会書き起こしの開示に向けて

⚫ 機関投資家のニーズは、情報に「言語差」 「内容差」 「時間差」 がないこと

• IR説明会資料や説明・Q&Aの要旨だけでなく、書き起こし（社長等が実際に話しているQ&Aを
含んだ内容）についてもニーズが高い

• 海外投資家においては、日本語で行われるIR説明会について、極力日本語と時間差なく英語で
同様の情報を得たいというニーズ

⚫ 海外のプラクティスとの比較

• 海外投資家から見れば、日本株も何千とある投資対象銘柄の一つに過ぎない

• グローバル市場において、IR説明会の内容は基本的に誰もがアクセスできる情報

• 既に出遅れている中、横並び意識は不要

 特にプライム市場はグローバルな投資家との建設的な対話を中心に据えた企業向けの市場であり、投
資家との対話促進に向け、海外投資家ニーズを踏まえて英文開示の範囲拡大を継続的に検討してい
くことが重要

 近年の日本株への関心の高まり（対象銘柄の裾野が広がってきている）

今こそ、スピード感を持ってアクションに移すべきとき

5



プライム市場向け

グローバル投資家との
対話における留意点

ペンローズジャパン
創業者 曽我有希 ⽒

お⼿元資料はございません。
画⾯資料をご参照ください。



プライム市場向け

上場会社パネルディスカッション

株式会社アドバンテスト

経営戦略本部IR部部長 尾池純子 氏
横河電機 株式会社

経理財務本部IR部部長 中谷博彦 氏

株式会社リクルートホールディングス

IR部グループマネジャー 沈みずほ 氏
ジェイ・ユーラス・アイアール  株式会社

ディレクター  原山真紀 氏
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英⽂IR⼈材育成講座
上場会社パネルディスカッション
2024年10⽉8⽇
株式会社アドバンテスト
経営戦略本部 IR部
尾池 純⼦
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プロフィール

社名 株式会社アドバンテスト
本社所在地 東京都千代⽥区丸の内1丁⽬6番2号

新丸の内センタービルディング
設⽴ 1954年(昭和29年) 12⽉
Group CEO Douglas Lefever

上場証券取引所 東京証券取引所プライム市場（証券コード︓6857）
資本⾦ 32,363百万円
売上⾼ 486,507百万円（2024年3⽉期）
従業員数 7,358⼈（国内2,819⼈、海外4,539⼈）*2024年3⽉31⽇時点, 臨時従業員含む

Overview
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従業員約7,000⼈の
国籍は50カ国以上

多様な⼈材は
⾼い競争⼒の源泉

TechInsights社の
顧客満⾜度調査で

5年連続第1位を獲得
「10 BEST」は
36年連続受賞

世界各地で
40,000台以上の

当社システムが稼働中

半導体試験装置市場
シェアNo.1

*CY2023シェア 58%
(当社調べ)

アドバンテスト at a Glance

Overview

�������	��� 
��
�� �
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IRの取り組み強化と売上⾼・時価総額推移(2001-2023)
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売上 時価総額

FY2001-2013:⽶国会計基準（US GAAP）FY2014-2023:国際会計基準（IFRS） 時価総額は12⽉末時点

（売上⾼ 単位︓億円）

(FY)

IR Phase 1 (2001- )
ビジネスのグローバル化と

開⽰の⾼度化に挑む

IR Phase 2 (2010 - )
投資家ニーズを補⾜した

開⽰拡充と対話機会の創出
（時価総額 単位︓億円）

NYSE
上場

IR専従部隊発⾜
⽶国会計基準に照らした
開⽰体制を整備

決算情報の開⽰充実の促進、
能動的な投資家アプローチ
IR基本⽅針の策定

客観的・投資家視点で企業価値を評価
経営に近い組織で、蓄積された知⾒を
活⽤する体制強化、開⽰と対話の拡充

IR Phase 3 (2018 - )
IR Premiumを獲得する

開⽰の充実と対話の深化
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⽇英同時開⽰への取り組み
 NYSE 上場以降、⽇英での資料開⽰には改善を積み重ねてきている

 海外売上⾼⽐率95%以上、⽇本⼈以外の従業員⽐率も60%を超える状況

 対外開⽰のみならず、社内資料においても⽇英または英語での資料
共有が必須。英語が共通⾔語という環境が浸透

 右記のような、会社が対外的に発信する開⽰物に対しては、伝えたい
メッセージを明確に⽇英で表現するため、社内の関連部⾨で連携、
知⾒を総動員して表現の⾼度化に挑んでいる

 2024年4⽉、Group CEO に⽶国⼈が就任し新経営体制が発⾜
いかに⽇本語でもわかりやすくマネジメントビューを伝えるかに苦⼼

 ⽇英同時開⽰は開⽰要件だから、ではなく、⽇常的に取り組んでいる

決算短信

説明会プレゼン
テーション

有価証券報告書

中⻑期経営計画

統合報告書

プレスリリース
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⽇英同時開⽰への取り組み
開⽰の具体的なスケジュール ︓決算説明会の準備の例

 ２週間前から直前まで、 数字の更新、表現のブラッシュアップなど、⽇英どちらかの資料の完成を待って
から翻訳をすると間に合わない（最近は英語資料を先に作成するケースも）

 英⽂翻訳体制 ・社内、グループ会社のバイリンガルリソースで翻訳
・「表記ゆれ」や「数字」は、ダブルチェックを複数部⾨で⽇英とも実施
・当社グループ内での翻訳チェック（Proof reading)の⽀援も活⽤

 資料作成ツール︓開⽰⽀援システム、翻訳・AIツール

 決算説明会当⽇
⽇英同時通訳対応でのオンライン開催
⽇英資料開⽰、動画アーカイブ配信も
当⽇アップロード

2週間前
決算短信英訳スタート

1週間前
プレゼンテーション英訳スタート

決算発表当⽇
⽇英同時通訳での決算説明会

⽇英同時編集 短信の例 1つのファイルで同時編集
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決算説明会・IRイベント ⽇英同時配信のあゆみ

 フェアディスクロージャーの追求の過程で、決算説明会のフォーマットを電話会議からWEB会議、
さらに同時通訳採⽤で⽇英同時配信

 通訳品質の向上が課題。特にQAでは、English speakerにとって⽇本語の質問を正確に把握することが困難

・質問者に簡潔にお１⼈様1問ずつ、ご質問いただく
ようにガイダンス

・通訳者を固定で依頼し、業界⽤語、トレンドの知⾒
を蓄積

など改善に向けて取り組み中

 イベントに応じてQAは逐次通訳を選択することで、
通訳品質の担保を図る

FY18 – FY21
電話会議（⽇本語）翌⽇英語吹替

FY22 – FY23 第１四半期
Webex 同時に⽇英2本配信

FY23 第2四半期 以降
Webex ⽇英同時通訳機能を採⽤

＜⽇英同時通訳機能のガイダンス例＞
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投資家コミュニケーション強化

 中⻑期経営戦略やサステナビリティへの取り組みなど、主要株主や
潜在株主と経営層の対話を能動的に設定。投資家の企業評価に対する
意⾒交換と、経営層への信認を得る機会とすることを企図

 2019年からは統合報告書を発⾏。当社の価値創造に関する取り組みや、
社外取締役が語るコーポレートガバナンスなどの記述を充実し、
投資家関⼼事に寄り添う

 加えて、執⾏役員やマーケティング部⾨をスピーカーとした半導体
テストに関連する技術説明会を年1回開催。技術的に理解が難しい
内容をかみ砕いて解説し、テスト需要への投資家理解を促進。
当社事業部⾨においても、投資家の企業評価の視点を得る機会として
活⽤

https://www.advantest.com/ja/investors/ir-library/annual/











1 All Rights Reserved - ADVANTEST CORPORATION

決算説明会・IRイベント 日英同時配信のあゆみ

✓ フェアディスクロージャーの追求の過程で、決算説明会のフォーマットを電話会議からWEB会議、
さらに同時通訳採用で日英同時配信

✓ 通訳品質の向上が課題。特にQAでは、English speakerにとって日本語の質問を正確に把握することが困難

・質問者に簡潔にお１人様1問ずつ、ご質問いただく
ようにガイダンス

・通訳者を固定で依頼し、業界用語、トレンドの知見
を蓄積

など改善に向けて取り組み中

✓ イベントに応じてQAは逐次通訳を選択することで、
通訳品質の担保を図る

FY18 – FY21

電話会議（日本語）翌日英語吹替

FY22 – FY23 第１四半期

Webex 同時に日英2本配信

FY23 第2四半期 以降

Webex 日英同時通訳機能を採用

＜日英同時通訳機能のガイダンス例＞



プライム市場向け

英文開示の実践
～日英同時開示の実現に向けて～

宝印刷 株式会社

国際事業統括部 小林大和 氏

日本財務翻訳 株式会社

代表取締役社長 松本智子 氏

翻訳外注時のポイント、
プロの翻訳者から見た機械翻訳：

英文開示実施に向けた計画の立案：
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英文IR人材育成講座

英文開示実施に向けた計画の立案

2024年10月 株式会社プロネクサス・日本財務翻訳株式会社
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会社紹介：日本財務翻訳（プロネクサスグループ）

事業内容 

財務・会計書類／法定開示書類／契約書／規定集／IR資料／ARなどの翻訳サービス
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海外投資家の株式売買金額は年々
拡大し、全取引の約６割を構成

日本取引所グループウェブサイト「投資部門別売買状況」より抜粋

株式保有比率は３割超
（主要投資部門のうち株式保有比率が最大）

日本取引所グループウェブサイト「2023 年度株式分布状況調査の調査結果につ
いて」より抜粋
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日本取引所グループウェブサイト「英文開示実施状況調査集計レポート」より抜粋

2015年のCGコードの公表、2021年のCGコードの改訂、2024年5月の日英

同時開示義務化の公表などにより、上場会社の英文開示実施率は継続的に向上
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海外投資家は投資判断に必要な情報の英語での開示を期待している
⚫ 英文開示が「必須」または「必要」との回答が８割前後を占める書類が多い

⚫ 英文開示が「必須」（英文開示がない場合は投資しない）の回答割合が最も高い書類は決算短信

⚫ 次いで、IR説明会資料、有価証券報告書、適時開示資料について、「必須」の回答が多い

⚫ 適時開示資料は、決算短信と同様、リアルタイムに株価に影響を与える情報として重視されている

2023年8月 東京証券取引所「英文開示に関する海外投資家アンケート調査結果」より抜粋
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海外投資家は、決算短信、適時開示情報について、
同時または同日の開示を期待している

2023年8月 東京証券取引所「英文開示に関する海外投資家アンケート調査結果」より抜粋

⚫ 日本語との同時開示が「必須」または「必要」の回答が最も多いのが決算短信

⚫ 次いで、適時開示資料

⇒リアルタイムに株価に影響を与える情報である決算短信・適時開示資料について、日英同時開示の期待が高い
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プライム上場企業の英文開示拡充に向けた上場制度の整備
●●●決算情報及び適時開示情報の日英同時開示が2025年4月1日より義務化 ●●●

2024年2月26日 東京証券取引所「プライム市場における英文開示の拡充に向けた上場制度の整備の概要」をもとに当社作成

決算情報 適時開示情報

対象書類
決算短信・四半期決算短信

決算補足説明資料（説明会資料）
すべての適時開示項目

開示タイミング 日本語と同時 日本語と同時

留意事項
全書類・全文について同時開示することが望まれるが、
日本語における開示の内容の一部または概要を英語により開示することでも可

⚫ 企業行動規範の望まれる事項として、プライム市場の上場会社は、重要な会社情報について、可能な限り、

日本語と同時に、英語で同一の内容の開示を行うよう努める旨の努力義務を新設

⚫ まずは、特に投資判断に与える影響が大きく、速報性が求められる情報として、決算情報および適時開示情

報について、企業行動規範の遵守すべき事項として日本語と同時の英文開示を義務化

⚫ 英文開示は日本語の開示の参考訳と位置付ける（内容の正確性は規則違反に対する措置の対象外）

開示内容の充実や対象書類（有価証券報告書等）の拡大などについては継続的に検討

＜参考情報＞
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●●●現状と課題 ●●●

これらの課題解決のためには

開示書類の性質を踏まえつつ、

・品質基準を見直す

・日本語書類の作成実務を見直す

ことが必要
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●●●今後の方向性 ●●●

英文で情報を適時に、スピーディーに発信する
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① 海外投資家のニーズが高く速報性が重視される書類のうち、
 英文作成の難易度が低い書類から始める

プライム市場においては、東証規則で求められる書類（決算情報・適時開示情報）
の英文開示に取り組むことが必須

② 英文開示の範囲を拡大していく際は、海外投資家が、投資プロセスのどの場面で
 使用する書類か、また、自社の人材の制約も踏まえ、選定する必要がある

書類内容や記載情報を以下のようにカテゴリー別に分類し、海外投資家のニーズに

対して網羅的に、段階的に応えていくプロセスの設計が必要となる

• 速報性が重要な情報（決算情報・適時開示情報）

• イベントに合わせて必要となる情報（招集通知・株主総会資料など）

• 中長期的な方針等の非財務情報（経営戦略・会社方針に関する情報、ガバナンス

体制に関する情報、サステナビリティ関連情報など）

●●● 段階的な開示の拡大 ●●●
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第1段階：英文開示のスタート期

東証規則で求められる書類の英文開示を中心に取り組む段階

開示タイミングは、「伝えるべき情報」を「タイムリーに発信」することが重要

速報性が重要な情報については、日本語書類の抜粋・概要を日英同時開示することか

ら始める（決算短信では、比較的英訳が容易なサマリーや財務諸表から）

第2段階：英文開示の拡充期

海外投資家ニーズの高い書類の日英同時開示を進め、開示範囲を拡大していく段階

第1段階で対応した書類について、可能な限り全文での日英同時開示を進める

全文での日英同時開示が難しい場合は、一定期間、抜粋・概要を日英同時開示し、

その後に全文を英文開示するという、2段階で開示範囲の拡充を進める方法もある

第3段階：積極的な英文開示の実践期

日本語と英語で同一の内容の同時開示に取り組む段階

リアルタイムの投資判断のほか、中長期的な企業分析や議決権行使などにおいて重要

と考えられるすべての開示情報について、可能な限り全文での日英同時開示に努める

●●● 英文開示の範囲拡大、タイミングの早期化検討の際の3段階 ●●●



Copyright(c)PRONEXUS.INCここに記載の内容を（株）プロネクサスの許可無く無断で掲載、転用、デザイン展開等をすることを固く禁じます。

13



Copyright(c)PRONEXUS.INCここに記載の内容を（株）プロネクサスの許可無く無断で掲載、転用、デザイン展開等をすることを固く禁じます。

14

■決算短信：構成要素ごとの優先順位と参考情報

■適時開示資料

■決算補足説明資料

●●●書類別の留意点 ●●●

サマリー情報 最初に取り組む構成要素 東証の英文開示様式例あり

財務諸表（本表） 最初に取り組む構成要素 XBRLの英文ラベル（タクソノミ準拠）活用

定性的情報 サマリー・財務諸表（本表）の次に取り組む構成要素

財務諸表注記 サマリー・財務諸表（本表）の次に取り組む構成要素

決定事実・
発生事実等

東証の英文開示様式例あり
主要な適時開示は英文開示様式例をベースに作成することが可能

定型的な適時開示は訳例の準備をしておくことが効率的な作成につなが
る

日英同時開示 日本語書類において重要な経営数値と概要をまとめたページを作成

英文「サマリー版」として日本語と同時に開示

2段階開示 全体版は翌日以降に開示
「２段階開示」ができる資料構成にする
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自社作成、外部委託、機械翻訳を組み合わせることで効率アップ

■自社作成：数値の更新や定型的な内容の書類であれば対応しやすい

・例：短信のサマリー情報や定型的な適時開示リリース

・過去の事例などを集め、今後使う可能性のある表現についてはあらかじめ訳例を準備しておき、

  東証の様式例と組み合わせて使うことで英文実務を効率化することが可能

■外部委託：非定型的内容で翻訳が難しい書類は外部へ委託

・定型的なフォーマットがない開示書類や翻訳する文章が多い書類は外部委託を活用

・外部委託先からの納品物に対しては、数値、勘定科目、固有名詞、誤訳・訳抜けのチェックを

社内で行い、正しい状態にしてから開示する（英文に対応できる人材が社内に必要）

■機械翻訳：主に下訳の作成に活用

・下訳に機械翻訳を活用することで、翻訳にかかる時間を短縮することが可能

・機械翻訳で作成した訳文は必ずしも正しいとは限らない

・機械翻訳によって作成された英文は下訳とし、英語スキルが高い人が社内でチェック、修正を実施する
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開示の案件が生じたら、開示希望日を踏まえて
英文作成のスケジュールを設定する必要がある

■日本語原稿の進捗と英訳作業の開始タイミング
例えば、

- 日本語原稿の8割程度が固まった時点で英訳作業を開始

- 日本語原稿の分量が多い場合は、内容が確定している箇所から段階的に英訳作業を開始

■日本語原稿の修正を英文に反映するタイミング

■社内各部署での英文チェック結果のすり合わせや
意見とりまとめに必要な日数

・これまで日本語の開示後に英文を作成していた場合、日本語書類の作成日程も早める必要あり

・また、発生事実に係る開示など急遽対応が必要になる場合、日英同時開示のために

日本語の開示が遅延することがないように段取りする

●●● スケジュールの策定 ●●●
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英文作成において翻訳以上に時間がかかるのは、
固有名詞と用語の確認

時間との闘いである日英同時開示業務をスムーズに進めるには、用語確認の効率化が必要
全書類共通の用語を整理し、社内で共有しておくとよい

■自社内英文資料の整理
自社内の既存英文資料をあらかじめ確認、整理しておくと英文確認や修正が進めやすくなる

・自社内の英文資料（公表済み英文資料含む）は何があるか
・優先して参照する資料は何か

■用語集の準備
以下にあてはまる用語は用語集に入れておくとよい

・固有名詞（氏名、部署名、役職名、商品名など）
・業界用語・専門用語・会社独自のフレーズ・スローガン
・勘定科目（タクソノミ英文準拠であればタクソノミにない独自科目のみ入れておく）

用語集は一般名詞まで含めると膨大な数となるため重要なもの・固有名詞に絞ることもポイント

●●●自社内英文資料の整理と用語集の準備 ●●●
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日英同時開示を効率よく進めるために、
「やるべきこと」とあわせて「やらないこと」も決めておく

■関与者間の認識統一
・英文作成において、関与者間の認識統一は不可欠

・自社内において複数人で英文作成・チェックを行う場合、用語集の共有はもちろん、

用語集に準拠しない修正は行わないなどの認識合わせも必要

・関与者間で認識のずれがあると、修正回数・修正量が増えコストと時間がかかる原因になる

以下については、関与者間で事前にすり合わせしておくとよい

・英文化の方針（翻訳原稿の修正方針など）

・日英作成スケジュール

・マスターファイル管理

  （複数人で作業する場合、管理者を決め「ファイルの先祖返り」を防止）

・用語集管理（用語の取捨選択、更新作業）

●●●関与者間の認識統一 ●●●
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今後の英文開示の在り方

日英同時開示の実現は、日本語書類実務から

■日本語原稿確定の早期化
・日本語原稿確定の早期化は日英同時開示実現の第一歩、工夫次第で英文作成効率化も可能

例えば、

- 数値のみ確定しない場合：数値以外の大枠の内容を先に英文化させておく

- 数値情報は後で反映する

- 日本語書類に修正が入る場合：事前に決めたタイミングでまとめて英文に反映する

■一文は50文字程度におさめる
・人による翻訳、機械翻訳、AI翻訳のいずれの場合においても、原文が長いと誤訳のリスクが高まる

・簡潔な文章は、翻訳、チェック、修正、確認などの英文作成作業の時間短縮につながる

- 日本語は一文をなるべく短くする

- シンプルな文章で作成する

■主語・述語/背景・結論が明確な文章にする
・海外投資家は、理解しやすい文章を期待している

・日本語は主語を省くことが多いため、意図通り訳すことが難しい場合があり、確認に時間が取られる

- 日本語の段階から主語・述語/背景・結論が明確な文章を作成する

- 係り方や文意が明確な文章にする

●●●日本語書類実務の見直し ●●●
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限られた時間内で英文を完璧に仕上げることは容易ではない
情報の受け手である海外投資家の注意喚起のために免責文言は重要

■免責文言の活用

・対象の英文は参照用に準備していること

・仮に英文と日本語で開示内容に相違がある場合は日本語原文が情報として正しいものであること

・英文開示書類には翻訳に伴うエラーが発生する可能性があるため完全な正確性を保証できないこと

 を明記

また、機械翻訳を使用している場合には、

・機械翻訳の使用により、機械翻訳特有

の誤訳やエラーの可能性があること

を明記

JPX English Disclosure GATEの英文開示様式例：免責文言
の文例 https://www.jpx.co.jp/equities/listed-

co/disclosure-gate/form/index.html

一般的な参考例となります。法的リスクについては弁護士
にご相談ください。

https://www.jpx.co.jp/equities/listed-co/disclosure-gate/form/index.html
https://www.jpx.co.jp/equities/listed-co/disclosure-gate/form/index.html


詳細につきましては、営業担当までお問い合わせください。



英文開示の実践
～日英同時開示の実現に向けて～

国際事業統括部

2024年10月

小林大和



<第一部>
翻訳外注時のポイント
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翻訳依頼時のポイント
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（1）翻訳原稿・範囲の確認

◆全文翻訳と部分翻訳

･部分翻訳―文書全体の整合性が損なわれる可能性

◆翻訳範囲の明確化

･ハイライトやコメント機能の活用

･画像、ロゴ内の文言などの翻訳要否を明示

◆社内翻訳のチェック依頼

･翻訳品質やチェック内容によって単価や納期に影響

･サンプルの支給
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翻訳依頼時のポイント
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（2）翻訳方針・参照資料の共有

◆参照資料の共有

･社内用語集―固有名詞、独自の表現など日英対訳集

･過去の翻訳、他の英訳された開示書類

･参照資料の優先順位を明確化

例：通期決算短信を翻訳する場合

・直近の第3四半期短信を第一優先

・以降四半期ごとに遡る形で優先的に参照

→直近3Q → 直近2Ｑ → 直近1Ｑ → 昨年4Ｑ
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翻訳依頼時のポイント
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（3）スケジュールの提示

◆日英同時開示への動き

◆翻訳後の確認

･社内での確認作業期間の確保

･社内確認後の質問・追加修正指示のための時間確保

◆原稿の制作進捗を共有

･突発的な修正への備え

→原稿の制作進行状況や原稿修正の発生可能性などを共有



© 2024 TAKARA PRINTING CO.,LTD.

日英同時開示のポイント
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◆翻訳スケジュールの策定

･日本語原稿の作成と並行した翻訳スケジュール

･分量、日本語原稿完成日、納品日の事前整理

◆原稿の準備

･7割～8割完成していれば円滑に進行

･大幅な日本語原稿修正は納期への影響も

◆その他の留意事項

･初回納品後の質問や英文修正依頼についても要確認
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日英同時開示のポイント
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日英同時開示を可能にするための日本語原稿制作と連動した翻訳スケジュール
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日英同時開示のポイント
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◆決算情報（短信+決算補足説明資料）を二段階で開示する例

パターンA 日英同時開示 短信一部（サマリー情報 + F/S本表 等）

後日開示 短信全文 + 決算補足説明資料全文

パターンB  日英同時開示 短信一部（サマリー情報 + F/S本表 等）

後日開示 短信全文

パターンC  日英同時開示 短信一部（サマリー情報 + F/S本表 等）

後日開示 決算補足説明資料全文

◆決算情報（短信+決算補足説明資料）の日英同時開示

短信（サマリ・財務諸表）と決算補足説明資料（一部又は概要）

～最終ゴールは短信+決算補足説明資料全文の日英同時開示～

・当面目標としての検討
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納品物の確認ポイント
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（1）数値の正確性

◆重要な確認ポイント

•マイナス表記  日本語 △1,055 英語 (1,055)

•単位表記  55億円→5.5 billion yen

•増減表記  cash flows provided by ⇔ used in

•日本語原稿では前年から変更がないが、英語では更新

が必要な年度などの数字

当年度、前年度 → 2024, 2023
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納品物の確認ポイント
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（2）勘定科目、その他用語の正確性、統一性

◆EDINETタクソノミの活用

◆重要な確認ポイント

･参照資料との合致

･勘定科目における利益・損失の確認

→ gain(s) ⇔ loss(es) 

◆重要な固有名詞

･会社名、氏名、組織名、役職名

→社長：A社 President B社 CEO
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ご参考
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金融庁HP内「2024年版EDINETタクソノミの公表について」
https://www.fsa.go.jp/search/20231211.html

https://www.fsa.go.jp/search/20231211.html
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納品物の確認ポイント
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（3）誤訳・訳抜け、最終確認

◆重要な確認ポイント

･原稿と英文の間の過不足

･原稿の内容との一致

→表現・ニュアンスまで確認できれば理想的

高レベルの人材確保 → 英文開示拡大に向けた今後の課題

･レイアウトなどを含めた全体の確認 
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（関連事項）社内体制の整備
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（1）社内確認のための語学人材要件

◆数値、勘定科目、固有名詞までの社内確認

･TOEIC 800 程度の語学スキル

･財務、会計分野の知識（日商簿記など）

◆誤訳、訳抜け、表現、ニュアンスまでの社内確認

･TOEIC 900 程度の語学スキル

･ディスクロージャー分野の翻訳実務経験

◆翻訳人材派遣サービスの活用
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（関連事項）社内体制の整備
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（2）英文開示担当部署の設置

◆文書ごとに所管部署が異なる場合の課題

（例）招集通知は総務部、短信は経理部が所管部署

「固定資産」の英訳

招集通知 短信
Non-current assetsFixed assets

訳揺れ発生の可能性

英文開示担当部署で一元管理



<第二部>
プロの翻訳者から見た機械翻訳
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プロの翻訳者から見た機械翻訳
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（1）機械翻訳のメリット

◆スピード

◆24時間365日使用可能

ここ数年で精度も飛躍的に向上

翻訳現場での活用が拡大
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プロの翻訳者から見た機械翻訳
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（2）プロの現場での活用事例その1

◆下訳としての使用

･機械翻訳後に文法・過不足補正、用語・表記統一など

英文の土台が完成した状態からの翻訳スタート

作業効率の向上
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プロの翻訳者から見た機械翻訳
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（3）プロの現場での活用事例その2

◆バックトランスレーションによる訳文チェック

･完成した訳文を再度原文言語に機械翻訳

･原文との相違を確認

従来は自分自身で翻訳できることが条件

機械翻訳の登場で活用の幅が拡大
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プロの翻訳者から見た機械翻訳
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（4）機械翻訳活用のためのヒント

◆CATツールのロジックを応用

･CAT＝（Computer Assisted Translation)

→過去の翻訳データを活用＝過去訳との整合

･プロの現場では機械翻訳とCATを併用

→過去の原文と一致、類似した箇所はCAT

→過去に類似した原文が無い箇所は機械翻訳

過去の原文と一致、類似した箇所は過去訳を活用

社内で翻訳を行う場合には
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プロの翻訳者から見た機械翻訳
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（5）機械翻訳のデメリット

◆文法上のエラーや原文意図との相違

･主語や目的語の取り違えや欠落

･修飾語の誤った係り受け

･時制のエラー

･名詞の単複のエラー

･原文が極端に長い、または短い場合のエラー
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プロの翻訳者から見た機械翻訳
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（5）機械翻訳のデメリット

◆スタイル・表記の不統一

･見出しなどの頭文字の大文字化の不統一

･「¥」「yen」など、単位の表記の不統一

･数字の表記（million と billion など)

品質とスピードのバランスの検討

人間の目で確認することが必要
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プロの翻訳者から見た機械翻訳
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（6）正確な開示に向けた取り組み
◆機械翻訳しやすい日本語原稿

事業環境変化に対応する製造システムの改善を通じた競争優位性の強化

事業環境変化に対応する製造システムの改善を通じて当社の競争優位性を強化した

◆ポストエディットの必要性

･「納品物の確認ポイント」記載項目の確認

◆語学人材確保のハードル

･ TOEIC 900 程度の語学スキル



・本セミナーの内容は、本セミナー講師の私見である点にご留意ください。

・宝印刷株式会社及び本セミナー講師は、本セミナーの内容を利用したこ
とによって被ったいかなる損害についても、一切の責任を負いません。

・本セミナー資料の複製及び転載等は固くお断りいたします。

・本セミナーは参考情報の提供を目的としており会計等の専門的なアドバ
イスを行うものではありません。具体的なアドバイスが必要な場合は、
個別に専門家にご相談ください。



グローバルスタンダードな都市に向けた新たな取組

参考：高度AI翻訳システム（金融専用モデル※）

 英文情報開示におけるAI翻訳システムの活用促進

  海外から日本の企業活動を“見える化”する英文情報開示の拡大に向け、

高度AI翻訳システムの精度向上と活用を促進

※金融専門モデル
2022年3月に、国立研究開発法人情報
通信研究機構（NICT）と金融庁は協力
して、金融分野の文書を高精度に翻訳
できるAI翻訳システムを開発

参考：機械翻訳について

高精度AI翻訳

あＡ企業 投資呼び込み

海外投資家
グローバル展開

企業のIR情報：AIを活用した英語翻訳

✓ 機械翻訳の現状

 ・機械翻訳は、近年、AIによって目覚ましく高精度化

・既に、特許、製薬、海外規制、科学技術論文等多くの分野で補助
 ツールとして日常的に利用

✓ 機械翻訳の長所  

（東京証券取引所発行「英文開示実践ハンドブック」より）

AI翻訳の精度向上！



プライム市場向け

共催者挨拶

一般社団法人 東京国際金融機構

事務局次長 大山智子



一般社団法人東京国際金融機構
FinCity.Tokyo紹介

FinCity.Tokyo事務局

2024年10月
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〇東京都が2017年11月にとりまとめた「国際金融都市・東京」構想をきっかけに2019年に設立

〇東京の金融市場としての魅力を高め、世界トップクラスの国際金融都市となることを目的とする日本初の金融プロモー

ション組織

〇東京市場のプロモーション活動を行うとともに、利用者のニーズを政府・都・団体等に伝え、制度の全体最適を目指す

政策提言を行う

FinCity.Tokyoの入居するFinGATE KABUTOは兜町に位置する。新興資産運
用業者など資産運用関係企業が多数入居。

コンサル
メディア

Fintech

企業
取引所
証券業界

アセット
オーナー

新興・
既存資産
運用会社

FCT

会員企業

政権与党
国・地方
自治体

FinCity.Tokyoの概要

Copyright@2023 FinCity.Tokyo all reserved
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（一社）東京国際金融機構
（FinCity.Tokyo）

東京国際金融機構（FinCity.Tokyo）

【主な活動分野】

国内外での情報発信

政策提言

関係機関との連携推進

海外金融機関等の誘致

設立 2019年4月
代表理事／会長 中曽宏

・国内外投資家

・国内外運用会社

・国内外金融機関

・国内外Fintech firms

・海外金融プロモー

ション組織

• 関係省庁等

• 東京都

• 他の地方自治体

• 政党

• 業界団体

情報
発信

政策
提言 誘致活動

課題認識
ニーズ
要望
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起業

悪循環

英文で開示するリソー
ス・ノウハウが不十分

日本には社会課題解決を目的とした上場中小企業が多いが、英文開示を実施できている企業が少なく、
海外投資家にはあまり知られていない。英語での開示を支援することで悪循環を好循環に変換できる。

上場中小企業英文開示に対する問題意識

社会課題

*日本の上場企業3936社のうち、統合報告書等のESG開示を実施している企業は934社程度

Source: KPMG Survey of Corporate Reports in Japan 2023よりFCT推計

東証上場
（グロー
ス・

スタンダー
ド
市場）

英文・ESG

開示しない

低い評価

低い企業価値と流
動性

投資家が注目
しない

起業

好循環

社会課題

東証上場
（グロー
ス・

スタンダー
ド
市場）

海外投資家の
注目を得る

高い企業価値
と流動性

プライム市場へ市
場区分変更

高い評価

英文・ESG開示支援*

https://kpmg.com/jp/ja/home/insights/2024/04/sustainable-value-corporate-reporting.html
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More information

https://fincity.tokyo/en/

contact@fincity.tokyo
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graphics

Description automatically generated
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